
平成25年8月26日 東京都目黒区鷹番一丁目１番10号

株式会社インテリックス空間設計

代表取締役社長　山本　卓也

株式会社インテリックス空間設計 （単位：千円）

科 目 金　　　　　額 金　　　　　額

【 流 動 資 産 】 1,307,551 821,895

現 金 及 び 預 金 39,360 214,498

完 成 工 事 未 収 入 金 1,104,872 300,000

未 成 工 事 支 出 金 98,008 193,668

材 料 貯 蔵 品 940 5,689

前 払 費 用 9,533 57,938

繰 延 税 金 資 産 20,221 14,813

そ の 他 34,613 305

2,496

【 固 定 資 産 】 432,183 32,484

（ 有 形 固 定 資 産 ） 374,220 292,016

建 物 ・ 構 築 物 120,985 290,295

工 具 器 具 備 品 2,915 1,721

土 地 250,319 1,113,912

（ 無 形 固 定 資 産 ） 1,186

電 話 加 入 権 436 625,822

ソ フ ト ウ ェ ア 749 20,000

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ） 56,776 －

出 資 金 11,020 資 本 準 備 金 －

長 期 前 払 費 用 7,081 605,822

差 入 保 証 金 敷 金 9,538 605,822

繰 延 税 金 資 産 27,537 繰 越 利 益 剰 余 金 605,822

そ の 他 1,600 625,822

資 産 合 計 1,739,734 1,739,734

（　当　期　純　損　失　金　額　　　　　　　　　　　　　-51,858）

第　１６　期 決 算 公 告

貸　   　借　　   対    　照　   　表
平成25年5月31日現在

資   　　　産　  　　の　　   　部 負　　   　債   　　　の　   　　部

科 目

【 流 動 負 債 】

工 事 未 払 金

短 期 借 入 金

一 年 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

完 成 工 事 補 償 引 当 金

未 払 法 人 税 等

預 り 金

そ の 他

【 固 定 負 債 】

長 期 借 入 金

長 期 未 払 金

負 債 合 計

純　　　　資　　　　　産　   　　の　   　　部

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

【 株 主 資 本 】

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
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注記表

【重要な会計方針に係る事項】

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産

① 未成工事支出金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

② 材料貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法を採用しております。

2. 固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）については定額法、その他は定率法によっておりま
す。

（2） 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・自社利用のソフトウェアについては、社内における利用
可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。

（3） 長期前払費用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・均等償却によっております。

3. 引当金の計上基準

（1） 完成工事補償引当金･･･････・・・・・・・・・・・・・・完成工事補償費の支出に備えるため、過去の実績を基礎
として見積算出額を計上しております。

4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

（1） リース取引の処理方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引
開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引について
は、通常の賃貸借取引の係る方法に準じた会計処理に
よっております。

(2) 消費税等の会計処理方法・・・・・・・・・・・・・・・・消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって
おります。

5. 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更

（減価償却方法の変更）
　　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年６月１日以後取得した有形固定資産について、
 改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。
　　これによる、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

【株主資本等変動計算書に関する注記】

1. 当事業年度末日における発行済株式の数 普通株式 400 株

2. 当事業年度末日における自己株式の数 該当事項はありません。

3. 当事業年度中に行った剰余金の配当 該当事項はありません。

4. 当事業年度の末日において発行している 該当事項はありません。
新株予約権の目的となる株式の数

【1株当たり情報に関する注記】

1. 1株当たりの純資産額 1,564,556 円 74 銭
2. 1株当たりの当期純損失 △ 129,646 円 93 銭

【重要な後発事象に関する注記】

該当事項はありません。

2


